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報告内容 
1. 研究背景 

• 生活再建支援業務に関わる東京都の取り組みの現状 
2. 研究目的 

• 東京都における実証実験プロジェクトの目的 
• 生活再建支援システムのカスタマイズの必要性 

3. 実証実験の概要 
• 検証課題の設定 
• 実験の方法と流れ 

4. 研究成果 
• 建物被害の様相に即した標準的な被害認定調査方法の実現 
• エラーとコスト削減を実現したQRによる調査結果のデータベース化 
• GeoWrapによる住基・課税・調査台帳連携型「人・家DB」の作成 
• 被災者の合意形成を短期間に実現するり災証明発給システムの構築 
• 限られた人員・物資による生活再建支援マネジメントシステムの実現 
• 一人も取り残さない生活再建実現のための被災者台帳システムの構築 
• 被災者支援に関わる情報セキュリティの確保 
• ID(インストラクショナル・デザイン)による研修プログラムの構築 

5. まとめと今後の予定 
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生活再建支援業務に関わる 
東京都の取り組みの現状 

• 膨大な調査量の問題 
– 想定される首都圏への甚大な被害 

• ＜例＞東京湾北部地震（M7.3）： 死者数 11,000 人、経済的被害 約
112 兆円、首都圏の震度6弱・強エリアに2,500万人 

– マンパワー不足への対応が必要 
• 業務全体の効率化、対応能力の向上 

– 有効なシステムの開発・導入と活用 
– 業務マネジメント方法の改善（実施体制、役割分担、業務管理） 
– 職員研修制度の確立 

 
• 東京都の取り組み 

– 平成21年６月から区市町村と連携して「家屋・住家被害状況調査等
の効率的な実施に係る特別部会」を設置 

– 被害認定調査や関連調査の実施に関する課題の整理・検討 
– 「（仮称）家屋等の被害状況に係る調査の効率的な実施のための指

針」策定をめざす 
 

１．研究背景 
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東京都における実証実験プロジェクトの目的 

• 東京都（大都市）特有の課題に対応しうる実践的なシステム仕様への改
善が必要 

① 都や区市町村における都市復興方針や計画策定への活用 
② 非木造の中高層住宅における調査方法等の開発 
③ 都が所有する固定資産情報の特別区との共有 
④ 消防機関が実施する火災に係る家屋・住家被調害査結果の反映 
⑤ 多様な居住・所有形態の申請者に対するり災証明発行基準の整理 

 

２．研究目的 

生活再建支援システムの 
社会実装を加速するための特別研究 東京都における実証実験プロジェクト 

実施主体：京都大学防災研究所 

【目標】システムのプロトタイプの完成度の向上 【目標】東京都向けのシステムカスタマイズ 

1)標準被害認定調査方法の実現 

2) 被災者台帳システムの構築 

3) 情報セキュリティの確保 

4) 利用者への教育システムの構築 

1) 大量の調査結果・場所のDB化 

2) 複雑な居住，建物権利に対応した「人・家

DB」作成 

3) 多様な被災者の納得を得るための発給システム 

4) 行政システムの特殊性，資源の複合性を勘案し

た資源管理 

課題 課題 

（参考：平成23年度概算要求に向けた重点課題の事前評価資料） 

実施主体：東京都 

文部科学省・京都大学防災研究所・東京都からなる「首都直下地震防災・減災特別プロジェクト実証実験検討協議会」を設置し、文部科学省と東京都の各事業

の進捗と連携・接続状況を定期的に協議する。 
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実証実験における検証課題の設定 

• 生活再建支援システムの構成単位で検証課題を設定して実験を実施 

GeoWrapによる住基・課

税・調査台帳連携型「ひと」
「建物」「被害DB」の作成 

エラーとコスト削減を実
現したQRによる調査結
果のデータベース化 

建物被害の様相に即
した標準的な被害認
定調査方法の実現 

限られた人員・物資によ
る生活再建支援マネジ
メントシステムの実現 

一人も取り残さない生活
再建実現のための被災者
台帳システムの構築 

被災者支援に関わる情報セキュリティの確保 

ID(インストラクショナル・デザイン)による研修プログラムの構築 

３．実証実験の概要 

被災者の合意形成を短期
間に実現するり災証明発給
システムの構築 

2012.02.24 
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対象自治体 
• ２つの自治体を選定 

– 豊島区：東京都の特殊性、23区 

• 住民情報・・・区 

• 課税情報・・・都 

• り災証明・ゆれ・・・区 

• り災証明・火災・・・東京消防庁 

– 調布市：過去の被災市町村より規模が大きい 

• 結果の再現性を検証するために基本的には同じ実験を実施 

 

３．実証実験の概要 

豊島区 調布市 

り災証明書発行訓練の様子 り災証明書発行訓練の様子 

2012.02.24 
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実証実験の全体的な流れ 
• 準備 

– 使用データの検証・整備 
• 人・家を台帳情報としてシス
テム上で参照する 

– 事前研修会の実施 
• 区市職員に「被災者台帳を用
いた生活再建システム」全体
について研修する 

– 「り災証明書」発行訓練・リ
ハーサル 

• 区市職員が研修で学んだこ
とを空間、システムを用いて
実施する 

 
• 「り災証明書」発行訓練 

– 区市民を対象に訓練を実施 
 

３．実証実験の概要 
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「り災証明書」発行訓練（実験当日）の流れ 

受付

全体説明

建物被害認定調査の説明・
判定デモ・調査票記入

建物被害調査結果の読込み

り災証明書発行

相談窓口

終了

市民に「被害認定研修キット」を配布

・・・「実験」の主旨・目的を説明

４つのブース（木造２＋非木造１＋火災１）
で説明

・・・建物被害調査の目的・方法を説明
判定デモの実施、調査票記入

・・・調査票のデジタルデータ化の意義説明

移動経路上に建物の被害程度を分類した
パネル展示

ビデオを通じて説明

・・・生活再建支援メニューの紹介、各種相談

整理券を配布し、順番に申請・発行を行う

・・・本人確認、り災証明書の発行

※赤枠内：実験の実施

建物被害認定調査の説明・判定デモの様子 
（豊島区） 

相談窓口の様子（豊島区） 

３．実証実験の概要 
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会場レイアウト（豊島区） 

豊島区立文成小学校3階音楽室、体育館  

３．実証実験の概要 

階段

見学者席

建物被害認定調査
ブース

ＱＲ読み込み

建物被害パネル展示

１ｍ

１ｍ

全体説明会場（５６席）

被災建物

火災東日本大震災

その他

靴置き
（下履き）

建物被害認定調査
ブース

受
付

番
号

配
布

り災証明発行窓口

相談窓口
ブース

ス
ク
リ
ー
ン

ス
ク
リ
ー
ン

ス
ク
リ
ー
ン

ス
ク
リ
ー
ン

ス
ク
リ
ー
ン

非木造（建築） 

火災（消防） 

木造１（税務課） 

木造２（建築） 

2012.02.24 
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会場レイアウト（調布市） 

り災証明発行窓口

受付番号
配布

ＱＲ読み込み

見学者席

ステージ
18.0ｍ

建物被害パネル展示

被災建物

東日本大震災

全体説明会

2

木

木

非木

火災

建物被害認定調査
ブース

建物被害認定調査
ブース

調布市立第二小学校体育館  

３．実証実験の概要 
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建物被害の様相に即した 
標準的な被害認定調査方法の実現（１） 

• 非木造の中高層住宅における調査手
法の開発 

– 迅速で簡便に外観目視調査を行う手
法を提案 

•一部損壊建物の早期判断基準を導入 
 

– 実証実験結果に基づき、簡潔で分か
りやすい構成に調査票を改良（右図） 
 

– 研修により調査の実施体制を強化 
•区民に対して自らが説明者になることを
意識して研修を受講 

•短期間で集中的にスキルアップ 
 

– 建築職（専門家）の役割に対する意識
が変化 

•建築指導課や審査課などの建築職を巻
き込んで調査員の訓練を実施 

•研修を契機に専門職として、建物被害
認定調査の重要性を認識 

４．研究成果 

⑧´ 外壁の損傷面積の割合⑨ 雑壁・仕上等の損傷面積の割合

⑧ 柱もしくは梁の損傷 （点数が高い方を採用）

判定結果

建物・アパート名

津波被害氏名

応急危険度判定

(ステッカー内容)特
記

階 数居住者名等

氏名
調査員名

非住家
町 丁目 番地 号

所在地

住 家
建
物
概
要

年 月 日 時 分調査日

建物・アパート名

津波被害氏名

応急危険度判定

(ステッカー内容)特
記

階 数居住者名等

氏名
調査員名

非住家
町 丁目 番地 号

所在地

住 家
建
物
概
要

年 月 日 時 分調査日

地震被害外観目視調査／非木造用 （１／２）

住家被害調査票（内閣府指針第１次調査準拠）

被害パターンチャートによる建物全体の判定

① 火災被害発生？（該当箇所をチェック）

II有 II有火災 I無 I無

START

全壊c 全壊c

全壊d 全壊d

全壊f 全壊f

被害面積が建物全体の10％未満

損傷点数の集計

点数から該当箇所
にチェックする

１ ～１９点

２０～３９点

４０～４９点

５０点～

一部損壊 Ig 一部損壊 Ig

半壊 IIg 半壊 IIg

大規模半壊 IIIg 大規模半壊 IIIg

全壊 IVg 全壊 IVg

戸建 ・ 共同 ・ 店舗併用 ・ その他（ ）

車庫 ・ 倉庫 ・ 事業所 ・ 病院 ・ その他（ ）

I平屋 I平屋 II2階 II2階 III他 （ ）階 III他 （ ）階

いずれかの該当箇所
をチェックしたら、調査終了

④ 地盤の液状化等による沈降は？

⑤ 大きな傾斜がある？

一部損壊e 一部損壊e

液状化等により30cm以上沈降

無

傾斜あり
（120cmの下振りで 2cm 以上4cm未満）

柱or梁・雑壁や仕上・設備等の損害割合を点数化し最終判断する

無被害a 無被害a② 地盤もしくは上部構造に被害がある？

有

無

II要注意 II要注意I調査済 I調査済 III危険 III危険 IV未実施 IV未実施

全壊b 全壊b③ 層破壊発生？
発生

無

火災被害が著しく、
調査できない 調査不可※0 調査不可※0続行不能

続行可能

有

無

II有 II有I無 I無

※別途、消防署による火災調査が必要

※有りの場合は津波による被害調査
を行う必要がある。

大傾斜あり（120cmの下振りで 4cm 以上）

⑥ （柱＋雑壁 or 外壁）の被害面積は？

被害面積が建物全体の10％以上

⑦ 柱か梁を外観から目視できる？

梁

住

家

全

周

の

梁
合計60483624126Ⅴ

～100%～80%～60%～40%～20%～10%

000000無被害

654211Ⅰ

15129632Ⅱ

27

18

18

12

9

6

ⅱ計

45365Ⅳ

30243Ⅲ

梁

住

家

全

周

の

梁
合計60483624126Ⅴ

～100%～80%～60%～40%～20%～10%

000000無被害

654211Ⅰ

15129632Ⅱ

27

18

18

12

9

6

ⅱ計

45365Ⅳ

30243Ⅲ

柱

被

害

最

大

の

階

の

柱

エウ計

ⅰ60 × エ ／ ウ ＝

1.00Ⅴ

ア×イ柱の本数 イ損傷程度 ア

0.00無被害

0.10Ⅰ

0.25Ⅱ

0.75Ⅳ

0.50Ⅲ

柱

被

害

最

大

の

階

の

柱

エウ計

ⅰ60 × エ ／ ウ ＝

1.00Ⅴ

ア×イ柱の本数 イ損傷程度 ア

0.00無被害

0.10Ⅰ

0.25Ⅱ

0.75Ⅳ

0.50Ⅲ

ⅰとⅱを比較して点数が高い方をA1に記入

「傾斜あり」でA1が19点以下の場
合、ここに○をつけて20点を採用

合計2520151053Ⅴ

～100%～80%～60%～40%～20%～10%

000000無被害

322110Ⅰ

654311Ⅱ

11

8

8

5

4

3

計

19152Ⅳ

13101Ⅲ

合計2520151053Ⅴ

～100%～80%～60%～40%～20%～10%

000000無被害

322110Ⅰ

654311Ⅱ

11

8

8

5

4

3

計

19152Ⅳ

13101Ⅲ

合計85685134179Ⅴ

～100%～80%～60%～40%～20%～10%

000000無被害

975321Ⅰ

211713942Ⅱ

38

26

26

17

13

9

計

64516Ⅳ

43344Ⅲ

合計85685134179Ⅴ

～100%～80%～60%～40%～20%～10%

000000無被害

975321Ⅰ

211713942Ⅱ

38

26

26

17

13

9

計

64516Ⅳ

43344Ⅲ

A2 A3

目視可

目視不可 外壁・設備等の損害割合を点数化し最終判断する

⑩ 外部から目視できる設備の損害割合

その他外部階段高架水槽・受水槽設備

損傷
の状
況

その他外部階段高架水槽・受水槽設備

損傷
の状
況

点数点数 点数点数

建物全体に占める、破損した個別の設備の資産価値に応じ、1%＝1点として合計15%の範囲内で損害割合を判定する

2020

「傾斜あり」
でA3が19点
以下の場合、
ここに○を
つけて20点
を採用

45点
以上
なら
全壊

A3 (´) ＋A4A1(´)＋A2＋A4

柱か梁を目視
できない建物

柱か梁を目視
できる建物

A3 (´) ＋A4A1(´)＋A2＋A4

柱か梁を目視
できない建物

柱か梁を目視
できる建物

建物の傾斜判定
シートに測定結果を
記入する

傾斜なし
（120cmの下振りで 2cm 未満）

点数点数

2020
A1

59点
以上
なら
全壊

A4

合計

A1´

A3´

※記入スペースが不足した場合は特記事項欄へ記載する

（主担当：インターリスク総研） 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 15 

建物被害の様相に即した 
標準的な被害認定調査方法の実現（２） 

• 液状化被害、津波被害に対応した調
査票の開発 

– 東日本大震災における液状化被害や
津波被害に対する調査方法を反映 
 

– 液状化被害（右図） 
• 内閣府指針に準じて被害認定パターン
チャートと調査票を改良 
 

– 津波被害 
• 内閣府による津波被害用の調査票を
活用 

• 倒壊建物用調査票は津波被害用の調
査票とリンクするように改良 

４．研究成果 

 

液状化による
不同沈下をと
もなう傾斜量と
潜り込み（沈下
量）を基にした
内閣府の判定
基準に対応

（主担当：インターリスク総研） 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 16 

建物被害の様相に即した 
標準的な被害認定調査方法の実現（３） 

• 消防機関が実施する火災被害調査との連携方法の検討 

–東京消防庁との検討会の中で以下の課題に対する解決策を検討 
• 火災調査結果の国の被害認定統一基準への読替方法 

–火災調査における焼損床面積を基礎に読替える 
• 建物倒壊調査と火災調査の連携を実現するための調査体制とフロー 

–火災調査における「損害状況調査」における情報を共有するための仕組みや体制を
検討 

• り災証明書の発行主体と様式 
–区市町村と消防部局によるり災証明書の発行主体を明確にする必要がある 
–標準的なり災証明の様式を検討（実証実験では区と消防の連名で発行） 

• 火災調査情報の共有のための調査票のデジタルデータ化 
• 住民情報や建物情報の消防部局との共有 
• 全焼地域の一括認定や航空写真等による被害判定 
• マンション等の共同住宅の被害調査手法 

–震動被害は棟ベース、火災被害は戸ベース 
• 複合被害（倒壊＋火災）に対する調査のあり方 

４．研究成果 （主担当：インターリスク総研） 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 17 

エラーとコスト削減を実現した 
 QRによる調査結果のデータベース化 

• QRシステムによる自動デジタル化機能の特徴 

– QRコードによるデータ管理＋OCRによる自動デジタル化 
– 調査票のチェックマーク項目を自動認識 
– 地図上にマークされた調査対象位置の緯度経度情報を取得 
– 調査票画像をPDF化して記録 

 
 
 
 

 

４．研究成果 

①読み取りエラー発生時の対応 → 手入力作業の省力化の検討 
②地図付き調査票の自動出力 → 最適な印刷範囲や出力解像度の検討 
③手書き数字読取の認識率の向上 → 調査票様式の工夫（下図） 
 

実証実験を通した機能の改良・開発 

時と分をチェックマーク方式に変更し、認識率を向上させた事例  

（主担当：デュプロ） 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 18 

GeoWrapによる住基・課税・調査台帳連携型 
「ひと」「建物」「被害」DBの作成 

４．研究成果 

地図上で確認して
ひと・建物・被害を突合

住民基本
台帳

住民基本
台帳

家屋課税
台帳

家屋課税
台帳

揺れ被害
調査結果

揺れ被害
調査結果

火災被害
調査結果

火災被害
調査結果

（主担当：ESRIジャパン） 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 19 

被災者の合意形成を短期間に実現する 
り災証明発給システムの構築 

• 「ひと」「建物」「被害」の3つの情報の相互参照を可能にするためには空
間情報データの整備が必要となる 
– 住居表示を空間情報に変換するための仕組みの検証 
– 空間情報に基づいた住基・課税・被害情報の統合の仕組みの構築 

 
• り災証明書は、住基登録者だけではなく、住登外住民や建物所有者等に

発給できる仕組みが必要となる 
– 被災者番号を活用したデータベース管理手法の開発 

• り災証明書の申請時に被災者番号を付与して管理する 
– 多様な居住形態応じたDBの構築 

• 手入力によるデータベース登録機能の開発 
– マンション等の多様な建物情報に応じたDBの構築 

 
• 大量のり災証明書の発給を実現するためには、システム配置の最適化

を検討しておく必要がある 
– り災証明書の発給実績に基づくシステム配置計画手法の検証 

• 発給システム、LANケーブル、ハブ、プリンタ等の機器の必要数を実績から決定 
– システム配置を取り巻く環境整備計画の重要性 

• 電力消費量と供給量の把握、他の機材の電力系統の管理（必要に応じて系統を分離する） 

４．研究成果 （主担当：ESRIジャパン） 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 20 

限られた人員・物資による 
生活再建支援マネジメントシステムの実現 

• 災害後に発生する業務を効果的に実施するためには、人的資源配置の
最適化を検討し、計画を策定しておく必要がある 

– 人的資源配置のための空間設計 
• 業務量・時間や滞留人数・スペースを考慮しながら物的・人的資源の配
置を計画。最終的には現場にて安全面を配慮しながら調整。 

– 人的資源マネジメントのための全体計画 
• 業務に必要な機能の特定 
• 必要な機能が実現できる人的資源の配置 

– 全体総括、フロア／スペース総括、チームリーダを置く 
– 人的資源マネジメントのための業務分割 

 
• 質の高い業務を実現するためには受援体制を平時より確立する必要が

ある 

– 誰をも業務実施可能者にするマニュアルの構築 
– 人的資源マネジメントのための役割分担 

４．研究成果 （主担当：新潟大学） 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 21 

業務に必要な機能の特定と業務分割 
（実証実験における事例紹介） 

実証実験（り災証明書の発行訓練）で、関係
者間で必要機能を特定し、マニュアルを作
成。実験前日または当日に訓練実施職員の
業務分割を実施。 「り災証明発行システム（生活再建支援システム）」 

実証実験マニュアルより抜粋  

必要業務、機能を特定 

（主担当：新潟大学） ４．研究成果 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 22 

一人も取り残さない生活再建実現のための 
被災者台帳システムの構築（１） 

• 取り残しのない被災者生活再建支援を実現するためには、以下の2点が
不可欠となる 

– 「支給要件に合致する被災者の同定」 
– 「申請後から支給までの進捗の確実な把握」 

• 支給要件に合致する被災者を同定するためには生活再建支援制度の要
件判定の単位と、支給先の単位を明確にする必要がある 

 
 

 

４．研究成果 

← 

要件判定の単位と支
援の支給先が異なる
場合がある。誰が支
給対象となるのかを明
確にすることが重要。 

（主担当：新潟大学、ESRIジャパン） 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 23 

一人も取り残さない生活再建実現のための 
被災者台帳システムの構築（２） 

• 被災者生活再建支援を実施する上で必要となる情報には、変化・更新さ
れない情報と更新される情報がある 

• 更新されない情報、更新される情報を管理できる台帳設計が重要となる 

４．研究成果 （主担当：新潟大学、ESRIジャパン） 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 24 

被災者支援に関わる情報セキュリティの確保 

• 個人情報保護に配慮したシステム設計 

– 情報セキュリティポリシーに基づいたシステム管理 
• ＰＣへのセキュリティワイヤーの設置、施錠された室内での管理、データは
必要最小限のＰＣのみにセット 

– ユーザーインターフェースの開発 
• 被災者との合意形成時に、他の被災者の情報を見せない画面設計（下図） 

 

４．研究成果 （主担当：新潟大学、ESRIジャパン） 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 25 

ID(インストラクショナル・デザイン)による 
研修プログラムの構築 

• 事前研修 

– 事前研修プログラムの構築 
– 指導案の作成 

• 学習目標、学習されるべき能力
を設定した指導案を作成 

• 指導案により誰にでも実施可能
で、均一な質の提供が可能 

– 事前研修による効果測定 
 

• り災証明書発行訓練 

– 訓練プログラムの構築 
– 訓練における対応者の効果測定 
– 訓練における参加者の効果測定 

 

４．研究成果 （主担当：兵庫県立大学） 

   

 

■受講条件 

基礎技能 り災証明書の使われ方や重要性に対する基礎知識を身につけていること 

研修プログ

ラム 

(必須)0101 被災者生活再建の全体像 

 

■基礎データ 

タイトル 建物被害認定調査手法（総合） 

学習目標 

 

１．２段階調査プロセスの必要性と効果をまなぶ 

２．建物被害認定調査における外観目視調査の流れや手法の基礎をまなぶ 

３．内閣府ガイドラインの考え方や、過去の災害事例を通して被害調査のコツ、ポイント、ノ

ウハウをまなぶ 

学
習
さ
れ
る
べ
き
能
力 

言語情報 

（列挙する） 

具体的な被害の見方（調査箇所、被害状態、方法、手順）や調査道具の使い方を身につける 

知的技能 マニュアルには記述されていない被害調査方法に対して、内閣府の調査指針の考え方に基づい

て自治体内での見解を統一し、標準的な調査手法が整備できるようになる。 

認知的方略 学習者が、次の学習者の講師になることを想定して、理解した内容を説明できるようになる。 

態度 建築の非専門家であっても迅速・公正に調査を実施できる手法を選択する。 

運動技能 建物被害認定調査を標準的な手順で実施できる。 

研修実施者 ☆建物被害認定調査の経験者、☆建築専門職 

研修対象者 ☆建物被害認定調査担当職員、☆消防署職員、☆主税局職員、☆区職員 

位置付け 実証実験における研修プログラム作成 

学習形態 全員 

必要資機材 配付資料：研修テキスト（開始前に配布） 

研修実施者：ＰＰＴ、パソコン、プロジェクター、スクリーン、DVD、PC 用スピーカー、レ

ーザーポインター、AC アダプター、延長コード、マイク 

研修対象者：筆記用具 

 

指導案の事例 
「建物被害認定手法（総合）」 

2012.02.24 



3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究 

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト 

東京都実証実験の成果 
東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 26 

まとめと今後の予定 

• 成果のまとめ 
– 検証課題に対する解決策を提案 
– システム、ツール、研修プログラムを開発／カスタマイズ 
– その他の効果 

• 業務体制・業務プロセスの見直し機会 
• 業務担当者の意識変化、対応能力の向上 

 

• 今後の予定 
– 東京都下の区市町村への導入 

• 「（仮称）家屋等の被害状況に係る調査の効率的な実施のための指針」
の策定へ 

• 未解決の課題や新規の検討課題への対応 
– 全国の自治体への展開 
– 平常時、小規模災害時への活用検討 

５．まとめと今後の予定 

2012.02.24 



岩手県被災者台帳への展開 

2012.02.24 

平成23年度 第4回成果発表会 

新潟大学 災害・復興科学研究所 助教 井ノ口 宗成 

東京都における「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」の実証実験 
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第１期 
着想期「個別System Integration型被災者台帳システム」 
 仕様：庁内LAN利用型で専用端末から情報入力と閲覧 
 導入単位：区市町村 
2004年新潟県中越地震の小千谷市→罹災証明発給システムの
開発。2007年能登半島地震の輪島市→被災者の生活再建支援
にむけた相談システムの開発 
  
第2期 
展開期「広域利用型プライベートクラウド被災者台帳システムプ
ロトタイプ」 
 仕様：WAN利用型でWebからの情報入力と閲覧 
 導入単位：都道府県と市町村（県にサーバーを設置し，市町村
へサービスのみを提供） 
東日本大震災の被災市町村→県にサーバーを設置し、被災市町
村への標準的な被災者台帳サービスの提供。 
 超広域災害における被災者生活再建支援における課題を解決
するためには、第１期を発展させたシステムの構築が必要である
との認識に立ち展開 
 
第３期 
将来型「全国利用型プライベートクラウド被災者台帳システム」 
 仕様：NGN（New Generation Network）利用型でWebを介した
サービスの提供 
 導入単位：全国 
 全国どこで発災しても被災範囲がどの範囲であったとしても→ 
「標準的に被災者生活再建支援が進むことが理想」「プライベート
クラウドを全国システムに展開し、全国規模での組織（都道府県
における協議会など）がサービス提供を実現するレベルまで高め
る」 
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「岩手県被災者台帳システム」の理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．市長と林教授打ち合わせ風景（有明防災拠点にて） 
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【被災者に対する直接支援】《県》 

 （※ 市町村機能の補完） 

 被災者情報調査（復興局） 

保健指導/ケア （保健所等） 

 県税減免等各種支援（各部） 

【被災市町村に対する行政機能の支援】《県》 

 被災者台帳システムの提供 

被災者データの加工   （総合防災室） 

『一人の取り残しもしない』 
・ 給付、減免等の「抜け・漏れ・落ち」を防ぐ 

・ 各種手続に係る被災者の負担を極小化する 

・ 庁内の情報共有による公平かつ効果的な支援 

・ 支援ニーズの随時把握 ⇒ 速やかな実施へ 

【被災者に対する生活再建支援】《市町村》 

 生活再建支援金給付（被災者支援担当課） 

 仮設住宅入居者支援（土木担当課等） 

税金・公共料金等減免（税務担当課等） 

り災証明発行（税務担当課 等） 

各種生活相談（保健福祉担当課 等） 

『市町村への機能支援と被災者への直接支援』 
・ 被災者台帳構築に係る市町村の負担を極小化 

・ システム平準化による被災者支援水準の一定化 

・ 被災者への直接支援による市町村機能の補完 

データ加工 
（台帳構築） 
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市町村の被災者支援機能を補完（行政機能の回復支援） 
＋ 

県独自の被災者支援（直接支援）の実施に活用 

『県と市町村との重複の防止』 
・ 手続重複で、被災者に負担を掛けるのを避ける 

・ 支援メニュー重複などの二重行政を避ける 

取り残しのない、きめ細かい被災者救済の実現 

情
報
共
有 

図.3 岩手県個人情報保護審議会 H23.6.23資料 被災者台帳に関わる 
個人情報保護的課題の解決 
→平成23年6月23日岩手県個人情報保護審議会 
 

岩手県の２つの支援の実施 
●被災市町村行政への間接支援 
●被災者への直接支援 
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1. 「業務フロー」について、先が読めない 
• 既存の支援業務についても、災害によって運用が異なる 

– 災害によって「支給基準」が変更になる 
– 災害によって「業務フロー」が変更になる 
– 実施側の人的・物的資源の制約で「業務フロー」に変更がおきる 

• 災害によって新しい支援サービスが実施される 
2. 「業務実施形態」について、先が読めない 

• 災害が甚大になればなるほど、各担当で支援サービスを、その
時点で許される環境で運用する 

– 「手書き」の証明書発給 
– 「エクセル」での業務管理 

＜結果＞生活再建支援業務の全体像を共有できない 
 各課の業務実施フローの共有ができない 

 「どのように業務を進めているのか」が見えない！ 
 被災者の受けている／いないサービスが把握できない 

 「どの被災者」が「どこまでの支援」を受けているのか」が見えない！ 
 生活再建支援業務の推進のための全体戦略が立てられない 

 被災地全体で「どこまでサービス支給が進んでいるか」が見えない！ 

 
 

生活再建支援サービス業務の特徴 
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• 行政は「業務フロー」と「業務実施形態」の変化に柔軟に対応するツールとしてエクセル
を活用する→エクセルは「対象(行)×業務要件(列)」がフレキシブルに運用できる 

• 「台帳システム」を介して、エクセルで業務を運用できるようにシステムを設計する 

システムの活用デザイン 

33 



34 

業務情報のエクセルデータへの書き出し 

業務情報を更新するためのエクセルデータ読み込み 
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基本コンセプト： 
 被災者情報は「り災証明発行世帯別」に管理する 

a. り災証明書発行世帯が支援の基本単位 
b. 個票の地図表示 

A. 業務実態のフローを可視化する 
c.  業務登録→d. 業務の一覧表示 

B. 被災者の受けている／いないサービスを把握する 
e. 業務の進捗状態を管理→f.進捗状態ごとの集計 

●申請中 ●保留 ●処理済み 
g. 業務要件の一覧表示 

C.生活再建支援業務の推進のための全体戦略を立てる 
h. 集計ボタン機能を開発 

– 多くの業務で活用するものについて、標準的に設置 
 

 
 

生活再建支援サービス業務を効果的に進めるための 
「台帳システム」が持つべき機能 
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a. 被災者世帯（り災証明発給世帯）における個票管理 
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b. 被災者世帯（り災証明発給世帯）における個票の地図表示 
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c.業務の登録 
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d.登録されている業務情報の一覧表示 
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e. 被災者世帯（り災証明発給世帯）ごとに業務の進捗状態を管理 



41 

f. 進捗状態ごとの集計 
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g.業務要件の一覧表示 



43 

h.集計ボタン機能を開発（多くの業務で活用するものを標準的に設置） 
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.生活再建支援業務の推進のための全体戦略を立てるための 
• 戦略策定の業務フローの標準化 
• 業務支援ツールの開発 
• 被災市町村が自律的に戦略策定業務を進めるためのマニュアル策定と
研修プログラムの構築 

今後の課題 

44 
2012.02.24 
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